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【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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連結経営指標等 

  

 
(注) 1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

     3. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

     4. 従業員数は、就業人員数を表示しております。また、第44期第２四半期連結会計期間における従業員数の増

加は、主に株式取得により新たに子会社となった㈱クレヴァシステムズを連結の範囲に含めたことによるも

のであります。 

  

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第44期

第２四半期連結 
累計期間

第44期
第２四半期連結 

会計期間
第43期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日

自 平成20年７月１日
至 平成20年９月30日

自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日

売上高 (千円) 11,040,909 6,474,509 21,936,662

経常利益 
又は経常損失（△）

(千円) △266,399 171,174 1,070,013

四半期純損失（△） 
又は当期純利益

(千円) △200,879 98,270 603,869

純資産額 (千円) ― 7,824,760 8,175,589

総資産額 (千円) ― 11,784,188 11,615,337

１株当たり純資産額 (円) ― 858.92 897.43

１株当たり四半期純損失
（△）又は当期純利益

(円) △22.05 10.79 66.29

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 66.4 70.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 780,216 ― △137,896

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △497,250 ― △196,785

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △357,454 ― 118,389

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) ― 935,214 1,009,702

従業員数 (名) ― 1,376 1,041
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業を事業系統図によって示すと次の

とおりであります。 

  

 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】
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平成20年９月30日現在 

 
(注) １．従業員数は、当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む従業員数であります。 

２．臨時従業員数につきましては、従業員数の100分の10未満のため、記載しておりません。  

  

  

平成20年９月30日現在 

 
(注) １．従業員数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む従業員数であります。 

２．臨時従業員数につきましては、従業員数の100分の10未満のため、記載しておりません。  

  

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

従業員数(名) 1,376

(2) 提出会社の状況

従業員数(名) 817
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当社グループの製品の性格上、生産・仕入といった区分は適当でないとの判断のもと数値の把握をし

ておりません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １.主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 
２． 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績・仕入実績

(2) 受注実績

事業区分別 受注高(千円) 受注残高(千円)

システム開発事業 3,191,948 3,404,139

総合サービス事業 2,741,163 3,483,448

合計 5,933,111 6,887,587

(3) 販売実績

事業区分別 販売高(千円)

システム開発事業 3,508,229

総合サービス事業 2,966,279

合計 6,474,509

相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

日本電気㈱ 828,744 12.8
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 株式会社クレヴァシステムズ（連結子会社）との簡易株式交換契約 
 当社は、連結子会社である株式会社クレヴァシステムズについて、平成20年４月１日に同社の株式
の過半数（67.0％）を取得することにより、同社を連結子会社とするとともに、保有スキルの効率的
な展開を進めてまいりましたが、意思決定の迅速化、経営資源の効率化などを一層進めることによ
り、当社グループのシナジーの向上と事業環境の変化への機動的かつ柔軟な対応が図れるものと判断
し、取締役会決議を経て簡易株式交換契約を締結いたしました。 
 株式交換契約の概要は、以下のとおりであります。 

  
(1) 株式交換の内容 

当社を完全親会社とし、株式会社クレヴァシステムズを完全子会社とする株式交換 
 なお、本株式交換を行うにあたり、当社は会社法第796条第３項の規程の定めに基づく簡易株式交
換手続きにより、会社法第795条第１項に定める当社の株主総会の承認決議は行いません。 

  
(2) 株式交換の日 

 平成20年９月30日 
  
(3) 株式交換の方法 

 当社は本件株式交換契約に従い、株式交換契約効力発生日の前日である平成20年９月29日の最終の
株式会社クレヴァシステムズの株主名簿に記載または記録された株主に対し、その所有する株式会社
クレヴァシステムズの普通株式１株につき、金150,000円を交付し、当社は株式会社クレヴァシステ
ムズの発行済み株式の全部を取得します。 

  
(4) 株式交換に際して交付される金銭の額の算定根拠 

 当社が平成20年４月1日に株式会社クレヴァシステムズの株式を取得するに際して、第三者機関に
株価評価を依頼しましたが、係る株価評価の算定を行った時点以降において、株式会社クレヴァシス
テムズの財産状態または経営成績に重大な影響を及ぼす事象が生じていないことを、当社と株式会社
クレヴァシステムズは確認いたしました。 
 そこで、当社と株式会社クレヴァシステムズは、この評価結果および直近の株式会社クレヴァシス
テムズの株式の取引事例を総合的に勘案し、本株式交換において交付される金銭を１株当たり
150,000円とすることで合意いたしました。 

  
(5) 株式交換の相手会社の概要 

 
  
(6) 株式交換完全親会社となる会社の概要 

 
  

  

２ 【経営上の重要な契約等】

商号 株式会社クレヴァシステムズ
本店の所在地 東京都港区芝三丁目24番21号
代表者の氏名 代表取締役 櫻井 滋記
資本金の額 284百万円
純資産の額 829百万円（平成19年12月31日現在）
総資産の額 2,327百万円（平成19年12月31日現在）
業務の内容 ソフトウェアの受託開発

商号 キーウェアソリューションズ株式会社
本店の所在地 東京都新宿区新宿三丁目１番13号
代表者の氏名 代表取締役 八反田 博
資本金の額 1,737百万円
純資産の額 5,663百万円（平成20年３月31日現在）
総資産の額 8,768百万円（平成20年３月31日現在）
業務の内容 システム開発事業、総合サービス事業
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(1) 経営成績の分析 

 当第２四半期連結会計期間の日本経済は、原油、鉄鉱石、小麦等の原材料価格上昇が企業収益を圧迫
し、製造業・非製造業ともに業況判断を悪化させる等企業マインドの冷え込みが顕著になりました。ま
た、物価上昇に加え、完全失業率・有効求人倍率ともに悪化したことから、雇用・所得環境は悪化し消費
を一層低迷させました。これに加え、米国のサブプライムローン問題を引きがねとする世界的な金融危機
の到来、ひいては実体経済への波及が指摘されるに及んで、企業は投資計画の見送りや先送り姿勢を強め
ております。 
 情報サービス産業におきましては、売上高については、年初来８ヶ月連続で対前年同月比での増加が続
いております。また、売上高全体の半分弱を占める「受注ソフトウェア」も、金融業向けが牽引し、２月
以降同比の増加が７ヶ月連続しております。 
 このような状況のもと、当第２四半期連結会計期間の連結売上高は6,474百万円、営業利益は127百万円
となりました。また連結受注高は、5,933百万円となりました。 
 主な事業区分別の実績は次のとおりであります。 
 ａ．システム開発事業 
 システム開発事業につきましては、売上高は3,508百万円、受注高は3,191百万円となりました。 
 売上高につきましては、官庁向けは不調であったものの、金融業、ネットワーク監視業務向けシステム
開発は堅調に推移いたしました。また、４月にビジネスソリューション事業本部直下の２事業部を統合
し、今後本格的需要期を迎えるＮＧＮ（次世代ネットワーク）案件の受注拡大に向け設置した社会インフ
ラ事業部がＮＧＮ（次世代ネットワーク）設備管理系プロジェクトを受注いたしました。 
 損益面では、引き続き開発の効率化、オフショア開発を進め、収益性とプロジェクト品質の確保に努め
ましたが、社会インフラ系システム開発において損益悪化プロジェクトが発生いたしました。  
 ｂ．総合サービス事業 
 総合サービス事業につきましては、売上高は2,966百万円、受注高は2,741百万円となりました。 
 売上高の主な分野別状況につきましては、運輸系のＳＩ案件で新規顧客を開拓、受注いたしました。Ｅ
ＲＰ事業は、既存・新規顧客向け案件が堅調に推移しております。ＨＰ ＵＸ関連のインフラ構築事業も
堅調でした。keyCOMPASS事業のうち、経営とＩＴの統合コンサルティング、システム・インテグレーショ
ン事業およびＩＴコンサルティング事業も堅調に推移いたしました。 
 損益面では、運輸系の既存顧客向けＳＩ案件において損益悪化プロジェクトが発生いたしました。ＥＲ
Ｐ事業やインフラ構築事業においては既存顧客からの原価低減要求が一層厳しくなっているものの、高マ
ージンの期待できる上流部分や請負開発が担える要員の育成と事業シフトを通じ、目標の利益水準を確保
いたしました。 
  
  
  

(2) 財政状態の分析 
 当第２四半期連結会計期間末における資産、負債及び純資産の状況は以下のとおりであります。 
 ① 流動資産 
 流動資産残高は、7,051百万円（前連結会計年度末比1,138百万円減、13.9%減）となりました。主な
増減要因は、受取手形及び売掛金の減少（1,776百万円）ならびにたな卸資産の増加（474百万円）であ
ります。 
 ② 固定資産 
 固定資産残高は、4,733百万円（前連結会計年度末比1,307百万円増、38.2%増）となりました。主な
増加要因は、のれんの増加（1,082百万円）であります。 
 ③ 流動負債 
 流動負債残高は、3,829百万円（前連結会計年度末比607百万円増、18.9%増）となりました。主な増
加要因は、短期借入金の増加（950百万円）であります。 
 ④ 固定負債 
 固定負債残高は、130百万円（前連結会計年度末比87百万円減、40.2%減）となりました。主な減少要
因は、長期借入金の減少（85百万円）であります。 
 ⑤ 純資産 
 純資産残高は、7,824百万円（前連結会計年度末比350百万円減、4.3%減）となりました。主な減少要
因は、利益剰余金の減少（355百万円）であります。 
  
  

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

－　7　－



(3) キャッシュ・フローの状況 
 当第２四半期連結会計期間における連結キャッシュ・フローは以下のとおりであります。 
 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末より598百
万円減少し、935百万円（前連結会計年度末比74百万円減、7.4%減）となりました。各キャッシュ・フ
ローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 営業活動による資金は、税金等調整前四半期純利益（179百万円）に加え、たな卸資産の減少（524百
万円）などがあったものの、売上債権の増加（750百万円）、持分法による投資利益（79百万円）など
により92百万円減少いたしました。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動による資金は、定期預金の払戻による収入（50百万円）、有形固定資産及び無形固定資産の
売却による収入（240百万円）などがあったものの、有形固定資産の取得による支出（65百万円）、子
会社株式の取得による支出（306百万円）などにより108百万円減少いたしました。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動による資金は、短期借入金の純増額（650百万円）があったものの、長期借入金の返済によ
る支出（1,042百万円）などにより397百万円減少いたしました。 
  
  
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更
及び新たに生じた課題はありません。 
  
  
(5) 研究開発活動 
  該当事項はありません。 
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 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備
の新設、除却等について、重要な変更ならびに重要な設備計画の完了はありません。 
 また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ
ん。 

  

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,440,000

計 36,440,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,110,000 9,110,000
東京証券取引所
（市場第二部）

―

計 9,110,000 9,110,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成20年９月30日 ― 9,110,000 ― 1,737,237 ― 507,237
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平成20年９月30日現在 

 
（注）タワー投資顧問株式会社から、平成19年８月20日付で提出された大量保有報告書により同日現在で503,900株を

保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期連結会計期間末時点における所有株式数

の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

 
  

(5) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本電気株式会社 東京都港区芝5丁目7-1 3,190,000 35.02

キーウェアソリーションズ 
従業員持株会

東京都新宿区新宿3丁目1-13 842,600 9.25

岡田 昌之 東京都杉並区 607,500 6.67

有限会社フォーリーブズ 東京都杉並区西荻南2丁目20-8-402 433,000 4.75

エイチエスビーシー ファンド
サービシィズ クライアンツ
アカウント 500 ピー

1 QUEEN'S ROAD CENTRAL HONG KONG
329,900 3.62

(常任代理人 香港上海銀行東京
支店カストディ業務部）

（東京都中央区日本橋3丁目11-1）

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内2丁目3-1 270,000 2.96

荻原 百合子 東京都品川区 250,000 2.74

森下 万喜子 東京都杉並区 250,000 2.74

株式会社ジェイアール東日本 
情報システム

東京都渋谷区代々木2丁目2-2 240,000 2.63

日本ヒューレット・パッカード
株式会社

東京都杉並区高井戸東3丁目29-21 240,000 2.63

計 ― 6,653,000 73.03

大量保有者 タワー投資顧問株式会社

住所 東京都港区芝大門１丁目12番16号

所有株数 503,900株

発行株式総数に対する所有株式の割合 5.53%
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平成20年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,900株（議決権49個）が含まれ

ております。 

  

  

平成20年９月30日現在 

 
  

  

  

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

  

  

  

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―

議決権制限株式(その他) ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式 
    9,109,700

91,097

単元未満株式
普通株式 
          300

― 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 9,110,000 ― ―

総株主の議決権 ― 91,097 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年 
 ４月

 
 ５月

 
 ６月  ７月  ８月  ９月

最高(円) 561 680 677 658 588 570

最低(円) 506 519 611 561 520 500

３ 【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。

－　12　－



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月

１日から平成20年９月30日まで)および当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30

日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けてお

ります。 

  

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円） 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 ※1 1,010,214 ※1 1,009,702 

受取手形及び売掛金 3,859,426 5,635,900 

商品 68,318 19,972 

仕掛品 1,719,565 1,292,964 

その他 431,207 238,228 

貸倒引当金 △37,641 △6,943 

流動資産合計 7,051,091 8,189,824 

固定資産 

有形固定資産 ※2 276,911 ※2 206,345 

無形固定資産 

のれん 1,082,731 － 

その他 212,071 209,233 

無形固定資産合計 1,294,803 209,233 

投資その他の資産 

投資有価証券 2,817,978 2,819,579 

その他 ※1 358,426 ※1 202,058 

貸倒引当金 △15,022 △11,704 

投資その他の資産合計 3,161,382 3,009,933 

固定資産合計 4,733,097 3,425,512 

資産合計 11,784,188 11,615,337 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 1,073,484 1,312,160 

短期借入金 ※3 1,750,200 ※3 800,000 

1年内返済予定の長期借入金 ※1 270,000 ※1 200,000 

1年内償還予定の社債 100,000 － 

未払法人税等 68,366 338,122 

その他 566,987 571,358 

流動負債合計 3,829,038 3,221,642 

固定負債 

長期借入金 ※1 115,000 ※1 200,000 

役員退職慰労引当金 11,710 13,740 

その他 3,679 4,366 

固定負債合計 130,389 218,106 

負債合計 3,959,428 3,439,748 

純資産の部 

株主資本 

資本金 1,737,237 1,737,237 

資本剰余金 507,237 507,237 

利益剰余金 5,625,180 5,980,929 

自己株式 △16 △16 

株主資本合計 7,869,638 8,225,387 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 △44,878 △49,798 

評価・換算差額等合計 △44,878 △49,798 

純資産合計 7,824,760 8,175,589 

負債純資産合計 11,784,188 11,615,337 
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(2) 【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円） 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

売上高 ※1 11,040,909 

売上原価 9,260,215 

売上総利益 1,780,694 

販売費及び一般管理費 ※2 2,006,877 

営業損失（△） △226,183 

営業外収益 

受取利息 5,543 

受取配当金 1,074 

持分法による投資利益 10,481 

その他 3,703 

営業外収益合計 20,802 

営業外費用 

支払利息 28,286 

支払手数料 25,583 

その他 7,149 

営業外費用合計 61,019 

経常損失（△） △266,399 

特別利益 

固定資産売却益 15,218 

貸倒引当金戻入額 8,936 

受取保険金 18,903 

特別利益合計 43,057 

特別損失 

固定資産除却損 12,323 

投資有価証券売却損 17,794 

減損損失 8,422 

和解金 32,182 

その他 21,974 

特別損失合計 92,697 

税金等調整前四半期純損失（△） △316,039 

法人税等 ※3 △111,731 

少数株主損失（△） △3,428 

四半期純損失（△） △200,879 
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円） 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

売上高 ※1 6,474,509 

売上原価 5,391,753 

売上総利益 1,082,755 

販売費及び一般管理費 ※2 955,195 

営業利益 127,560 

営業外収益 

受取利息 1,781 

受取配当金 1,044 

持分法による投資利益 79,676 

その他 487 

営業外収益合計 82,991 

営業外費用 

支払利息 14,784 

支払手数料 18,788 

その他 5,803 

営業外費用合計 39,376 

経常利益 171,174 

特別利益 

固定資産売却益 15,218 

貸倒引当金戻入額 9,951 

投資有価証券評価損戻入額 13,665 

その他 8,903 

特別利益合計 47,737 

特別損失 

減損損失 8,422 

和解金 23,018 

事務所移転費用 7,992 

その他 37 

特別損失合計 39,470 

税金等調整前四半期純利益 179,442 

法人税等 ※3 92,667 

少数株主損失（△） △11,496 

四半期純利益 98,270 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円） 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純損失（△） △316,039 

減価償却費 68,925 

減損損失 8,422 

のれん償却額 20,392 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,674 

受取利息及び受取配当金 △6,618 

支払利息 28,286 

固定資産除却損 12,323 

持分法による投資損益（△は益） △10,481 

売上債権の増減額（△は増加） 2,178,117 

たな卸資産の増減額（△は増加） △403,486 

その他の資産の増減額（△は増加） 5,451 

仕入債務の増減額（△は減少） △330,070 

未払消費税等の増減額（△は減少） △114,694 

その他の負債の増減額（△は減少） △63,481 

その他 37,132 

小計 1,108,504 

利息及び配当金の受取額 30,812 

利息の支払額 △31,520 

法人税等の支払額 △327,579 

営業活動によるキャッシュ・フロー 780,216 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の預入による支出 △109,000 

定期預金の払戻による収入 50,000 

有形固定資産の取得による支出 △77,205 

無形固定資産の取得による支出 △50,592 

有形及び無形固定資産の売却による収入 240,904 

投資有価証券の売却による収入 82,676 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 

△309,608 

子会社株式の取得による支出 △306,450 

貸付けによる支出 △6,000 

貸付金の回収による収入 1,712 

その他 △13,688 

投資活動によるキャッシュ・フロー △497,250 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） 850,200 

長期借入れによる収入 200,000 

長期借入金の返済による支出 △1,253,051 

配当金の支払額 △154,603 

財務活動によるキャッシュ・フロー △357,454 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △74,488 

現金及び現金同等物の期首残高 1,009,702 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 935,214 
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当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

１ 連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間から、株式の新規取得に

より株式会社クレヴァシステムズを連結の範囲に含

めております。

２ 持分法適用の範囲の変更

該当事項はありません。

３ 連結子会社の四半期連結決算日の変更

該当事項はありません。

４ 会計処理の原則及び手続の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準

第９号)を第１四半期連結会計期間から適用し、

評価基準については、原価法から原価法(収益性

の低下による簿価切下げの方法)に変更しており

ます。 

 当該変更に伴う当第２四半期連結累計期間の損

益に与える影響は軽微であります。

(2)リース取引に関する会計基準等の適用

 「リース取引に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年

３月30日企業会計基準第13号)および「リース取

引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成６年１月18日 最終改正平成19年３

月30日 企業会計基準適用指針第16号)を第１四

半期連結会計期間から早期に適用し、所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し

ております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理を引き続き採用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

５ 四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資

金の範囲の変更

該当事項はありません。
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当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

１ 棚卸資産の評価方法

当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に

関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末

の実地棚卸を基礎として合理的な方法により算定

する方法によっております。

２ 固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会

計年度にかかる減価償却費の額を期間按分して算

定する方法によっております。

３ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

 法人税等の納付額の算定に関しましては、加味

する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限

定する方法によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しまして

は、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、

一時差異の発生状況に著しい変化がないと認めら

れる場合においては、前連結会計年度において使

用した将来の業績予想やタックス・プランニング

を利用する方法によっております。当第２四半期

連結累計期間においては、経営環境等に著しい変

化が認められたため、前連結会計年度において使

用した将来の業績予測やタックス・プランニング

に当該著しい変化の影響を加味したものを利用す

る方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

－　20　－



  

 
  

  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

 

※1 担保に供されている資産について、事業の運営に
おいて重要なものであり、かつ、前連結会計年度
の末日に比べて著しい変動が認められるもの
定期預金 160,000千円

※1         ─────

※2 有形固定資産の減価償却累計額   368,116千円
なお、減価償却累計額には、減損損失累計額を含
んでおります。

※2 有形固定資産の減価償却累計額   336,373千円

 

※3 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約および貸出コミットメン

ト契約を締結しております。これらの契約に基づ

く借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額および
貸出コミットメントの総額

5,100,000千円

借入実行残高 1,600,000千円

差引額 3,500,000千円
 

※3 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約および貸出コミットメント契

約を締結しております。これらの契約に基づく借入

未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額および
貸出コミットメントの総額

5,100,000千円

借入実行残高 800,000千円

差引額 4,300,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

※1 当社および連結子会社の売上高は事業の性質上、第

４四半期連結会計期間に検収される案件の割合が大

きく、第４四半期連結会計期間に売上高が著しく増

加するため、業績に季節的な変動が生じます。

 

※2 販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 893,611千円

※3 税金費用等につきましては、法人税、住民税及び事

業税と法人税等調整額を区分せず、法人税等として

一括して記載しております。

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日  
  至 平成20年９月30日)

※1 当社および連結子会社の売上高は事業の性質上、第

４四半期連結会計期間に検収される案件の割合が大

きく、第４四半期連結会計期間に売上高が著しく増

加するため、業績に季節的な変動が生じます。

 

※2 販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 429,939千円

※3 税金費用等につきましては、法人税、住民税及び事

業税と法人税等調整額を区分せず、法人税等として

一括して記載しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

 

※1 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,010,214千円

   計 1,010,214千円

預入期間が３か月超の定期預金 △75,000千円

現金及び現金同等物 935,214千円
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当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)および当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１

日 至 平成20年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 
    

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

  

(株主資本等関係)

株式の種類
当第２四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 9,110,000

株式の種類
当第２四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 30

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年５月13日
取締役会決議

普通株式 154,869 17.00 平成20年３月31日 平成20年６月10日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月30日
取締役会決議

普通株式 45,549 5.00 平成20年９月30日 平成20年12月5日 利益剰余金
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当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

取引残高に前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。 

  

  

  

  

  

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

  

  

  

  

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日) 

取引契約額等に前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。 

  

  

  

  

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

(リース取引関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)
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 当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)および当第２四半期連結
累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 
 当社および連結子会社は、顧客ニーズに応じた情報システムの企画・提案、ソフトウェアの開発、機
器の選定・販売、システムの運用および保守サポート等、情報サービス事業の総合的な提供を事業内容
としており、不可分の営業形態でありますので、事業の種類別セグメント情報の記載は省略しておりま
す。 

  
  
  
  
  
  
  

 当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)および当第２四半期連結
累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 
 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありま
せん。 

  
  
  
  
  
  
  

 当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)および当第２四半期連結
累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 
 海外売上高がないため、該当事項ありません。 

  
  
  
  
  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 
共通支配下の取引等 
１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的

を含む取引の概要 
(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容 

 
  

(2)企業結合の法的形式 
現金を対価とする株式交換による完全子会社化 

  
(3)結合後企業の名称 

結合後企業の名称に変更はありません。 
  

(4)取引の目的を含む取引の概要 
事業環境の変化に機動的かつ柔軟に対応すべく、連結グループ内における迅速かつ的確な意思決
定を可能とするために、株式会社クレヴァシステムズの残余の株式を株式交換により取得し、完
全子会社化するものであります。 

  
  
２．実施した会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準三４共通支配下の取引等の会計処理（２）少数株主との取引」に規定する
会計処理を適用しております。 

  
  
３．子会社株式の追加取得に関する事項 

(1)被取得企業の取得原価及びその内訳 

 
  

(2)発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

 
  

  

(企業結合等関係)

結合当事企業の名称 株式会社クレヴァシステムズ
事業の内容 ソフトウェアの受託開発

取得の対価 株式会社クレヴァシステムズの普通株式 246,000千円
取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 10,000千円

取得原価 256,000千円

発生したのれんの金額 223,931千円
発生原因 株式会社クレヴァシステムズの今後の事業展開によって期待さ

れる将来の収益力
償却の方法及び償却期間 20年間で均等償却
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１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

第２四半期連結累計期間 

  

 
(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎 

  

 
  

(１株当たり情報)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

858円92銭 897円43銭

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

１株当たり四半期純損失 22円05銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 200,879

普通株式に係る四半期純損失(千円) 200,879

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 9,109,970
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第２四半期連結会計期間 

  

 
(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

  

  

  

  

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日  
 至 平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 10円79銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

項目
当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
至 平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 98,270

普通株式に係る四半期純利益(千円) 98,270

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 9,109,970

(重要な後発事象)
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第44期(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)中間配当については、平成20年10月30日開催の取

締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に

対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

 
  

２【その他】

① 中間配当の総額 45,549千円

② １株当たり中間配当金 5円00銭

③ 支払請求権の効力発生日および支払開始日 平成20年12月5日
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該当事項はありません。 

  

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成20年11月13日

キーウェアソリューションズ株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているキ

ーウェアソリューションズ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四

半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４

月１日から平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

  

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、キーウェアソリューションズ株式会社及び

連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四

半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  杉 岡 喜 幸   印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  前 田 隆 夫   印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



 
  

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年11月13日

【会社名】 キーウェアソリューションズ株式会社

【英訳名】 Ｋｅｙｗａｒｅ Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓ Ｉｎｃ．

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 八反田 博

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿三丁目１番１３号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 



当社代表取締役社長八反田博は、当社の第44期第２四半期(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




